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はじめに
本稿は BudgetingCycleにおけるパフォーマンス測定指標開発・利用の日米比較というテーマの下、
消防行政を例にとり、オレゴン州ポートランド市と東京都消防局を対象に、火災予防に関わる指標を比
較するとともに指標の開発利用と評価における課題についても検討を行うものである。
アメリカにおいてパフォーマンスメジャメントあるいは行政評価が本格化するのは 1990年代に入って
からであるが、我が国においては 1990年代後半以降、アメリカを含む諸外国の取組み事例や手法が紹介
されてきだ。また、こうした動きを背景に三重県を皮切りに行政評価が事務事業を対象に導入されてき
た。この導入以降、いわゆるニューパプリックマネジメント (NPM)論の動きがメディアで紹介される
機会も多くなり、 2006年からは「市場化テスト」の導入ーABC分析等の利用ーという動きもあり、数値
指標を用いたパフォーマンスメジャメント・行政評価とその手法への関心は広がりを見せてきている。
もっとも、関心の涵さ自体が手法等の正確な理解の証拠となるわけではない。また、少なくない研究
者による外国事例の紹介や諸外国の事例の性急な「類型化」は、地域を対象にしたガパナンスシステム
という点での相違、また、事業評価におけるチェック（監査・評価）制度という点での各国間の相違は
もちろんのこと、同一国内の州・郡・市間の相違を無視する乱暴なものとなる。その結果、我が国での
行政評価の大きな潮流に沿う、使い勝手の良い手法を取り上げ、その導入の根拠としたり、何よりも「研
究者のための研究」という本末転倒した動きを加速し、地域住民の参加を含めた地域ガバナンスシステ
ムの構築やその中でのバフォーマンスメジャメント活動さらには予算策定への納税者・市民としての参
＊経営学部教授
1政策評価の方法や具体的例については士居の以下の論文を参照されたい。土居英二 (1997) (1998)、土居英ニ・中
野親徳 (2001)、土居英ニ・望月勝司 (2002)、土居英二 (2004)
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加という基本的・重要な視点を欠落させていくことにつながっていく凡とりわけアメリカの連邦・州・
郡・市における行政活動は我が国と大きく異なる地方自治制度の中で行われており、その事業内容の分
担についても同様で、我が国自治体の理解のみを前提にした場合には誤った理解につながっていく。
本稿で取り上げる消防行政はオレゴン州では州の業務ではなくポートランド市の業務となっている。
市の主要業務にはこのほか警察と教育がある。しかし、消防行政に携っている人々は自らの属す自治体
の枠を超えて評価のための共通の基準や指標の研究を続けている。本稿で取り上げる消防・救急・緊急
出動サービスに関するパフォーマンス測定指標の開発もこうした作業の一つである。
しかるに、我が国、東京都の場合には一部の自治体を除いて、基本的には東京都消防局がそのサービ
スを提供している。したがって、行政評価において東京都が作成する評価基準や指標が東京都はもちろ
んのこと都内の自治体の消防行政の評価指標となっていくのである。
自治体の独立性を重要しつつも共通性を模索していくアメリカの評価基準と評価指標の開発利用のあ
り方と一元的な色彩の濃い東京都、あるいは全国の自治体の評価基準と評価指標の開発•利用という相
違を前提にすることで、各自治体におけるパフォーマンス測定指標の比較ーその意義と限界ーが明らか
となり、また、有効なものとなるのである。
また、所謂PDCAサイクル (Plan 計画・ Do 実行・ Check 検証 •Action 見直しの循環によるフィードバ
ック）に予算策定や予算執行を組み込んだ「予算策定一予算執行ー事業・サービスのパフォーマンス評
価ー監査一次年度予算策定」という BudgetingCycleにおいて、ポートランド市は監査に重点をおいた
独自のサイクルのまわし方を行っている。すなわち、監査委員の現場に降りた業務改善活動を梃子に予
算の効率的かつ有効な使用という目標を実現しようとするものである。 BudgetingCycleの理解も単純な
類型化に走るのではなく、個別の事実を踏まえた幅広いものとすることが必要な所以である心
本研究はその長期的目標として、我が国地方政府における予算策定過程 (BudgetingProcess)に前年
度までの行政事業評価（サービス評価を含む）を反映させるためのパフォーマンス測定指標を開発し、
特定の自治体を対象にその適用を行うことをもっている。その研究成果のいったんとして、本稿は消防
行政を対象に行政事業・サービスのパフォーマンス測定指標そのものならびに利用と課題について検討
を行うものである。
1 アメリカにおける消防行政のパフォーマンス測定指標
アメリカにおける行政事業や財政のパフォーマンス測定指標の開発は 1990年代以降、先鞭をつけた連
邦政府はもとより、州や市、郡などさまざまなレベルの自治体で取り組まれてきている。本稿では消防
行政を対象にした日米の指標比較を目的としているので、消防業務に関する指標ということで、オレゴ
2 こうした問題意識に基づくオレゴン州ポートランド市の事例については矢代隆嗣(2003)、藤江 (2003A) (2003B) 
(2003C) を参照。
3マルトノーマ郡の債務報告については藤江(2000)、ワシントン州ヴァンクーパー市の債務報告については同(2001)
を参照されたい。
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ン州ポートランドに対してJ.Crawford, J. Marshall、D.O'Tooleが共同で開発・提案した消防・救急・緊
急出動サービスに関するパフォーマンス測定指標を以下で紹介していくことにする40
1. 1 消防・救急・緊急出動サービス活動の基本的分類
消防・救急活動を構成する緊急出動、規則施行委員会、市民への予防教育は消防・救急局にとり基本
的なサービスであるが、消防部長 firemarshalや消防行政関係者にとり、こうしたサービスがどのよう
に提供されるべきであるのかという問題はその答えが容易には見出しにくく、こうしたサービスの影響
や正しい組合せを説明することも、また、難かしいものなのである。
こうした問題への接近には、まず、消防・救急・緊急出動サービス活動の基本的分類が役に立つ。例
えば、 ].Crawford、J.Marshall、D.O'Tooleは消防行政を予防、出動、準備、管理・支援の 4つに分類し
ている（表 1.1参照）。
このうち、予防サーピスは、さらにコミュニティ教育、規則の管理、規則の発展、調査に細分される
が、これらに関する評価指標については日米比較のために後述する。
また、出動は災害、火災、救急医療サービス、危険物処理HazMatがそのサービスの内容となっている。
さらに準備は計画、スタッフ、機材（設備）、訓練、施設などがその対象となっており、管理・支援は
情報管理、財務管理、渉外、緊急通信などの業務サービスによって構成されている。
表1.1 消防・救急・緊急出動サービス活動の分類
1.予防 Prevention
・コミュニティ教育
・規則管理
・規則の発展
・調査
2.出動 Responce
・災害
・火災
・救急医療サービス EMS
．危険物 HazA/at 
•特殊救急＊
3.準備 Preparedness
・計画 planning
・スタッフ staff
・機材（設備） equipment 
・訓練 training
・配置 deployment
・施設 facilities
4.管理・支援船nagement and 
Support 
・情報管理
•財務管理
．渉外
・緊急通信
＊地上送電線、潜水チーム、馬所での活動など、他の活動とは異なる、通常とは異なる救助
出所：].Crawford, ]. Marshal I、D.O'Toole、PerformanceMeasurements in Firefighting, UFMA 
2004. 
◄ J. Crawford, J. llarshal 1、D.O'Toole、PerformanceMeasurements in Firefighting, UFldA 2004. 
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1. 2 仕事量・効率性・有効性
サービスの評価は評価目的やそれに対応した評価対象の選択、そして評価基準等の選定により行われ
る。その意味では、消防・救急活動においても、設定されるべき最初の問いは、「どのような主要な消防・
救急活動が評価されるべきか？」というものになる。その選定は、ロシア人形（マトリーショカ人形） 5に
臀えるのならば、その代表的指標となる、残りすべての人形を含む一番大きな人形は、当局が提供する
基本的プログラムの配列であり、その実行する基本的機能を示す指標でなければならないのである。
その意味で出発点となるのは基本的なパフォーマンス指標の 3つの測定基準である。
すなわち、
A.仕事量 lforkload
B.効率性Efficiency
C.有効性Effectiveness
である。
これら、仕事量・効率性・有効性の意味は以下の通りである。
A.仕事量は要求あるいは実行された仕事の量であり、完成された仕事の量、実行された査察数、接触
した人数、出動回数等となる。仕事量によって知ることができるのはあくまでも仕事の量・数にすぎな
しヽ。
B. 効率性は仕事を行うに当り投入された資源量を測定する指標である。
この指標は主に貨幣単位で測定されるが、一定の単位サービス当りに必要なコストを示す指標となり、
サービスの対費用効果を知ることが可能となる。
C. 有効性は仕事の結果を測定する指標であるが、努力の成果に焦点を当てたものである。努力の成果
とは、すなわち、プログラムあるいは活動の成果である。
たとえば、出動（反応）時間はしばしば有効性の測定のために用いられるが、火事の場合、緊急電話
がかかる前にしばらく燃え続けているかもしれないので、そのような場合には、出動により軽減された
損失量が重要な有効性の指標となる。そこで危険損失比率 theloss-to-risk ratioを見ることが必要に
なる。
こうした枠組みを用いて作られた基準指標群の一端を下記に示すが、日米比較のために、予防活動に
おける指標群のみを詳述する（表 1.2参照）。
これをみると、予防を目的とするコミュニティ教育は、①災害 ②火災 ③救急医療サービスEMS ④
危険物処理HazMatの4つに分類され、①災害の仕事量の指標は、 1)訓練応募者数、 2)訓練参加者数で
あり、効率性の指標は訓練修了者一人当りの費用であり、有効性の指標は l)地域当りの公認修了者数あ
るいは 2)1000人当りの公認修了者数である。
また、②火災についての指標は、仕事量は公開キャンペーン数であり、効率性はキャンペーン当りの
5マトリーショカ人形は胴体の部分で上限に分割でき、中には少し小さい人形が入っている。これが何回か繰り返さ
れる入れ子構造になっている。
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資源支出（費用）、そして有効性は明確化された行動の変化に伴う焼失量となる。
また、③救急医療サービスの指標は、仕事量が提供された負傷予防プログラム数であり、効率性はキ
ャンペーン当りの資源支出（費用）であり、有効性は、 1)予防された予防可能な負傷（件数；人数） 2) 
負傷者の軽減（件数；人数） 3)市民の行動の変化などとなる。
さらに、④危険物処理の指標は、仕事量は目標キャンペーン数であり、訓練参加者数であり、効率性
はキャンペーン当りの費用であり、有効性は参加者や企業による反応あるいは行動の変化となる。
表1.2 予防活動における指標群
予 防 仕事量 効率性 有効性
lコミュニティ教育
①災害予防 ・訓練応参加募者数 訓練修了者当りの費用 公認の修了者数
・訓練 数 ・地域当り
• 1000人当り
②火災予防
・公開キャンベーン数 ・キャンペーン当りの費用 ・明確変化された占有行動
の /1:における焼失量
③救急医療サーピス EJIS
・提供された負傷予防プログラム数 ・キャンペーン当りの費用 ・予防された予防可能な負傷（件数：人数）
・負行動傷者の軽減（件数、人数）
． の変化
④危険物処理 HazMat 
・目標キャンペーン数 ・キャンペーン当りの費用 ・家計や小企業による反応
・行動の変化
2規則の管理
•実行された査察数 ・査察一回あたりの人・時間数 ・査察実行割合（％）
・規定（規則）相談回数 ・規定（規則）施行1回当りの人・時間数 ・正磁に実行された査察の割合（％）
・計画再調査回数 ・計画再調査 1回当りの人・時問数 •最初の再査察で解決された違反の割合（％）
•実行された許可証もしくは ・実行された許可証もしくは ・公表された事例の悧合（％）
免許の発行枚数 免許の発行枚数当りの人・時間数 ・継続された訴えの割合（％）
・規定（規則）違反による原因や類焼の
火事の割合（％）
・実違施反さやれ査た察計の画再の発再調査、 査察等の割合(¥)
・ 回数
3．規則の発展
・火災安全調査報告により評価された・政府機関に具申された項（節）修正1件当り・政府機関により適用された提案修正条項の捌合
規定項（節）数 人・時間数 ・必要な周期内になされた再調査や更新された
・提案された條正項（節）数 条項全体
4．調査 ・調査1回当りの調査コスト当りの人・時間・正確な再調査の割合(`)
・調査者一人当りの調査件数 ・削減された原因の寄J合（％）
・起訴割合（％）
•関連するは活伝動達者さにれ有た効情に報起訴された割合（％）
もしく
出所： J.Crawford, J. Marshall、D.O'Toole、PerformanceMeasurements in Firefighting, UFMA 2004. 
このほか表 1.2にあるように規則の管理、規則の発展、調査の各々に対して仕事量、効率性、有効性
の指標が示されている。
次章で東京都消防局の監視指導事業の指標を取り上げる関係上、ここでは、予防査察活動に近い規則
の管理活動に関わるポートランド市の指標を確認しておくことにする。
規則の管理活動における仕事量、効率性、有効性の指標は、
例えば、この順序でのセットで示すと、
a. 「実行された査察数 → 査察一回あたりの人・時間数 → 査察実行割合（％）」
b. 「規定（規則）相談回数 → 規定（規則）施行 1回当りの人・時間数 → 正確に実行された査
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察の割合（％）」
C. 「計画再吟味（再調査）回数 → 計画再吟味（再調査） 1回当りの人・時間数 → 最初の再査察
で解決された違反の割合（％）」
d. 「実行された許可証もしくは免許の発行枚数 → 実行された許可証もしくは免許の発行枚数当り
の人・時間数 → 公表された事例の割合（％）」であり、この他の効率性の指標は「継続された訴
えの割合（％）」、「規定（規則）違反による原因や類焼の火事の割合（％））、「実施された計画の再
調査」、「査察等の割合（％）」、「違反や査察の再発回数」などである。
2 わが国の消防業務の概要（東京都を例に）
東京消防庁の消防職員数は総数 17,988名（消防吏員 17,537名）で、 2004年度予算は 2,379億 5,200
万円で東京都一般会計の 4.2％を占めている。
また、東京消防庁の組織図は下記の通りである。日本の消防は市町村消防であるが、東京都では東久
留米市、稲城市及び島嶼地区を除く市が消防業務の一部を東京消防庁へ委託し、広域的に消防業務を運
営している。
以下ではわが国の消防業務を東京都を例にして、確認していく凡
2. 1 消防の任務
消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに水火
災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害に因る被害を軽減することを、その任務としている（消
防組織法第 1条）。
2.2 消防責任
消防の責任並びに管理、費用負担については次の①～③のようになっている。
①市町村は、当該自治体の区域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
②市町村の消防は、条例に従い、市町村がこれを管理する。
③市町村の消防に関する費用は、当該市町村がこれを負担しなければならない。
2.3 消防業務
消防業務は下記のように、災害活動、震災対策、火災予防、業務管理等にわたる多様なものとなって
いる。
6 東京都は「機能するバランスシートー救急事業とバランスシートの役割ー」 (2004)において、消防・救急事業の分
析を行っているが、その事業の性格についての認識は税金投入型というものとなっている。
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①災害活動
災害活動は火災をはじめとし、以下の 1)~8)までをその内容としている。
l)火災
2)救助（交通、水難、機械、建物・エ作物、崩壊、墜落、ガス、電気、山岳他）
3)危険排除（危険物、毒劇物、ガス、火気取扱、電気、自然災害他）
4)緊急確認（怪煙、ベル嗚動、いたずら、誤報他）
5)水災
6)指令業務（受信、部隊運用）
7)支援業務（他都市の災害支援協力、他国での災害支援協力として国際緊急援助隊）
8)事前準備としての訓練、事前調査（地理、水利、建物）、事前研究（対策）等
②震災対策
震災対策は、調査研究を含む次の 5つの活動をその内容としている。
l)震災対策の調査・研究
2)震災対策の普及啓発
3)消防水利の整備
4)震災時の資機材整備
5)震災時の住民活動組織の育成
③火災予防
火災予防の業務は、火災調査をはじめとする次の 9つの業務をその内容としている。
1)火災調査
2)消防同意
3)建物検査、消防用設備等の審査・検査
4)他機関等からの照会に対する調査と結果の回答
5)危険物施設の許認可と各種届出事務
6)立入検査・結果に対する是正指導
7)防火管理者の選任と消防計画等の指導
8)定期点検等の各種届出事務
9)防火思想の啓発・普及
④業務管理
業務管理は、職員等の人事管理業務を含む次の 4つの活動からなっている。
l)職員等の人事管理業務
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図2.1 東京都消防庁組織図
本庁組織
総務部
人事部
警防部
防災部
救急部
予防部
消防方面本部 (1~ I 0) 消防署 (80)
総務課
警防課
予防課
指導広報部
装備部
消防学校
消防科学研究所
出所：東京都『東京の消防行政』 (2003年版）
3 東京都の行政評価制度
消防分署 (2)
消防出張所 (207)
以下では、東京都における行政評価制度を政策評価、事務事業評価の順で見ていくことにする。
3. l 行政評価制度について
行政評価制度は、都政における政策立案(Plan)ー事業執行 (Do)一検証・評価(Check)一見直し (Action)
というPDCAサイクルを再構築し、成果重視の都政への転換、施策・事業の不断の見直しに資すること
を目的としている。
また、評価結果を公表することにより、都の施策や事務事業に対する都民の関心を高め、行政内部で
効率化のインセンテイプ（効率的に仕事を進めようという誘因）が働くことが期待できるとしている。
東京都では行政評価制度の構築のために、 1999(H. 11)年度から試行を重ねてきたが、 2001(H. 13) 
年度から「東京と行政評価規則」に基づき、本格的な実施段階に入った。
3.2 東京都における行政評価制度
東京都の行政評価制度は政策評価と事務事業務評価により構成されるが、ここでは、評価の 1)定義、
2)評価対象の選定基準、 3)評価のプロセス、 4)評価方法、 5)評価結果の公表活用という順序で政策
評価と事務事業評価の異同を確認しておくこととする。
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(1)政策評価
l)定義
都の政策のうち、重要なものを取り上げ、「東京都政策指標」を踏まえ、政策の達成度と政策を達成す
るための施策を総合的に評価する。政策と施策の定義は以下の通りである。
①政策
特定の行政課題に対応するための基本的な方針の実現を目的とする行政活動の大きな単位。
②施策
政策を実現するための具体的な方策や対策で、事務事業がまとまった単位。
2)評価対象の選定基準
都政の重要課題で「新たな方向へ動き出した後、検証が必要な政策」または「方向性の転換や見直し
が求められている政策」から毎年度、緊急性、必要性に応じて選定を行う。
3)評価のプロセス
行政評価を主管している知事本部が評価を行う。必要に応じて、外部専門家から意見を聴取するとと
もに、関係局の意見も聴取する。
4)評価方法
①「東京都政策指標」の達成度を把握する。
②目標達成度を促進あるいは阻害している外的要因を調査、検証する D
③政策評価に関連する事務事業の評価結果を参考にする。
5)政策結果の公表・活用
評価結果は公表するとともに、都民からの意見を聴きながら、政策立案、施策の見直しに活用する。
(2)事務事業評価
l)定義
個々の事務事業について、これまでの運営が妥当であったか、そして今後どのように運営されるべき
かを、事業の実績、必要性及び効率性等を踏まえて総合的に評価を行う。
事務事業の定義は以下の通りである。
事務事業とは、「個々の行政手段としての事務及び事業で、行政活動の基礎的な単位となるもの」を指
す。
2)評価対象の選定基準
都の事務事業のうち、緊急性及び必要性に応じて、「政策評価で取り上げた政策を達成するための事務
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事業」、「毎年度に設定する特定の課題に関する事務事業」を基準として選定する。
3)評価のプロセス
事業所管局が第 1次評価、行政評価を主管している知事本部が第 2次評価を行う。
4)評価方法
①達成度、必要性、効率性、公平性の各評価項目ごとに 4段階の評点を付ける。
②達成度と投入費用の妥当性により、実績評価を行う。
③総合評価では「積極的推進」「着実実施」「見直し」「抜本的な見直し」「廃止」の5つの区分により、
今後の事業のあり方・方向性を示す。
5)評価結果の公表・活用
評価結果は公表するとともに、都民からの意見を聴きながら、事務事業の見直し・予算編成等に活用
する。
また、評価結果を踏まえた事業所管局の見直し状況を知事本部で調査（フォローアップ）し、その結
果も公表する。
4 東京都におけるパフォーマンス測定指標
前章で見た行政評価制度を踏まえ、消防事業も評価を受けることになる。ここでは、消防事業のうち
監視指導事業を取り上げそのパフォーマンス指標について確認し、次章の「火災予防査察」事業評価に
つなげていくことにする。
4. 1 監視指導事業における基本的なパフォーマンス指標
2001 (H. 13)年度は消防事業のうち監視指導事業を対象に評価が行われた。監視事業は例えば、違反
のある建物がどれくらいあるのか？また、どのくらい修理・改善しているのかを監視・指導する事業で
ある。
以下では、アメリカにおける 3つの基本的なパフォーマンス指標である仕事量、効率性、有効性に準
ずる「必要性」「効率性」「公平性」の指標について、その評価ポイントを確認しておく。
(1) 必要性
①当該監視指導事業の対象である現象の勲向について
例えば、増加または減少しているか？
②当該監視指導事業が無くなった場合の影響はどのようなものであるか？
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③行政が実施しなければ実効性がないか？
④区市町村において実施していないか？ 区市町村が実施した方が効果的ではないか？
(2)効率性
①指導により、実質的な改善につながっているか？指導だけにとどまっていないか？
②毎年の監視指導対象の選定方法は、目的を達成する上で妥当か？的確な選定がなされているか？
③部分的に民間委託することなどにより、より効果的な事業展開ができないか？
④関係機関（国・区市町村、民間団体）と役割分担が明確にされた上で、連携が十分にされているか？
⑤監視・検査事項は適宜、見直されているか？
⑥執行機関は効果的に整備されているか？
⑦監視指導対象者に対し、遵守すべき事項について、普及・啓発・情報提供を行っているか？
(3)公平性
①指導基準等が定められているか（監視員の能カ・裁量に依存していないか？）
②監視指導結果などが都民に対し、積極的に公表されているか？
4. 2 火災予防査察
消防業務の行政評価の例として 2005(H. 13)年度に行われた東京都の「火災予防査察」を取り上げる。
わが国の 1820余り存在する内の一地方自治体に過ぎないとはいえ、潤沢な税収入をもちながら行財政改
革、公会計改革を進めている東京都における行政評価を考察することは、取り上げられる指標を含め、
行政評価のあり様、とりわけその多面性を反映していると思われる。
評価は 1事務事業の概要 1I 事業費・事業規模の推移 m 参考データ IV 評価の 4つから構
成されている。以下、この順序で考察を進めていく。ただし、 m参考データは省略する。
(1)事務事業の概要
①事業目的と上位目的
「事業目的」は消防法第4条又は第 16条の 5の規定に基づき消防対象物又は危険物施設等に立ち入り、
その位置、構造、設備及び管理の状況並びに危険物の貯蔵、取扱い状況について検査並びに質問を行い、
実態を把握するとともに、火災予防上の欠陥事項を関係者に指摘・指導して是正を促進し、火災予防対
策を推進することにより、都民が安心して生活できる社会を実現することにある。
また、「上位目的」は「都民が安心して生活できる東京の実現Jにある。
②事業の概要
「事業の概要」は、消防対象物（防火対象物及びその他の物件）が存在し、そこに物品が置かれ、人
が出入りし、勤務し又は居住している限り、火災危険が存在するため、消防対象物を用途、規模及び収
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容人員等により区分し、各区分ごとの出火危険及ぴ人命危険等を勘案し、周期を設定の上、立入検査を
実施している。
立入検査に際しては、検査及び質問を行い、消防対象物の実態を把握し、法令に違反している場合は
不備欠陥事項を指摘することにより、関係者（所有者、管理者又は占有者）自らが違法状態を是正する
ように指導している。
また、立入検査時の質問や指導を通じて、関係者、防火管理者及び従業員等の自主防火管理意識の向
上が図られるとともに、万一火災が発生した場合に消防活動を円滑に行うための実態把握を行うことが
できる。
これらの立入検査を通じた一連の作用である査察業務は、東京消防庁管内 (23区、 24市、 3町及び l
村）の消防庁の職員によって実施されている。
火災予防査察は 1948年度から開始されており、その法的根拠は消防法第4条又は第 16条の 5並びに
東京城望町査察規定及び同事務処理要綱にあるが、その概要は図 4.1の通りである。
図4.1 火災予防査察の概要
〇消防対象物
・防火対象物
［霊悶
飲食店
物品販売店舗等
•その他の物件
〇危険物施設等
立入検査
⇒ I I ⇒ c質問
指導）
出所：東京都『東京の消防行政』 (2003年版）
(2)事業費・事業規模の推移
・不備欠陥事項
の指摘
・自主防火管理
意諏の向上
・実態把提
⇒ 
火災予防
対策の推進
東京都消防庁の事業費並びに事業規模は、職員数が 1998(HlO)年度の 471名から 2001(Hl3)年度の
413名へと 58名の減（△12.3%) となり、一人当りの人件費を示す仮定総経費も 1998(HlO)年度の
4, 197, 129（千円）から 2001(Hl3)年度の 3,644,755（千円）へと 552,374（千円）の減（△13.2%）と
なっており、大幅な減少を示している。
こうした事業費の減少を反映して、査察実施件数も 1998(HlO)年度の 70,121件から 2000(Hl2)年
度の 66,392件へと 3,729件の減（△5.3%）となっている。これに比例して、査察結果に基づき報告さ
れた改善件数も 1998(HlO)年度の 116,274件から 2000(Hl2)年度の 108,917件へと7,357件の減（△
6.3%) となっている。
(3)評価
評価は達成度、投入費用のチェック、実績評価、必要性、効率性、公平性そして総合評価等の順で行
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われているが、その結果は表 4.1に示されている。
①達成度
達成度は、基本指標である査察実施件数について「目標値 (a)」「実績値 (b)」「達成度 (b/a)」をみ
たものである。
その結果は達成度で見て 2000(Hl2)年度において 109.7%、2001(Hl3)年度において 108.9%、2002
(Hl4)年度において 105.0％と逓減しているものの 100％を超えている。
その結果、事業所管局の第 1次評価、知事本部の第 2次評価の何れも 4段階評価で「3」となった。
②投入費用のチェックと実績評価
投入費用のチェックは、決算額、実績件数、予算額、目標件数に基づき、 3つの比率を用いて行われた。
3つの比率とは、（a)決算額／実績件数 (b) 予算額／目標件数 (c) （決算額／実績件数） ／ （予算額／
目標件数） ＝（a) I (b)である。
この 3つ目の費用効率はその値が 1より小さくなっているか否かがポイントとなる。
そして、この最後の費用効率（c)式は変形すると（決算額／予算額） ／ （実績件数／目標件数）となり、
分子は経費の節約度を見るものにもなっており、また、分母は達成度となっている。
したがって、通常、決算額が予算内で納まることを前提すれば、分子は 1を超えることがないので、「達
成度」が 1を上回っている限り、この費用効率は 1以内に納まることになる。
実際、評価対象の 3ヵ年においていずれの年度も 1以下となっている。
その結果、事業所管局の第 1次評価は「火災予防査察は複数で出向することを原則としており、費用
のほとんどは査察員の人件費である。事前検討実施による査察の効率的執行により、費用効率は 1未満
で計画時より向上している」となっており、実績評価は「消防対象物が大規模化する中にあって、目標
とする査察件数を達成している」と評価されている。
また、知事本部の第 2次評価も「実績 l件当たり決算額が目標 1件当たり予算額を下回っており、特
に問題はない。」とされ、実績評価は「査察実施件数は、目標を上回っており、達成状況は良好といえる」
となっている。
③必要性・効率性・公平性
必要性は、「行政が実施すべきか」「都で実施すべきか」「社会経済状況の変化により、現在も事業に対
する都民ニーズはあるか」などの基準で評価されるが、第 1次、第 2次評価いずれも「4」段階の高い評
価となっている。
公平性は、「受益者負担のレベルは妥当か」「サービスの提供方法が都民の利便性に配慮したものにな
っているか」などの基準で評価されるが、「3」段階の評価となっている。
しかし、効率性については「事業内容・実施方法は他と比較して適当か」「現在の実施方法が最も効率
的な方法か」などの基準で評価されるが、「2」段階の低い評価となっている。
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これは第2次評価にあるように、「繁華街における雑居ビルなどへの査察は困難なものになっているが、
今回のビル火災 7を踏まえて、改めて対象物を精査し、危険性の高い対象物について、重点的に査察を
行い、かつ是正指導を強化することで、火災予防の実効性を高める必要がある」という認識によるもの
である。
④総合評価
総合評価は「積極的推進」「着実実施」「見直し」「抜本的見直し」「廃止」という 5段階評価で行われ
るが、今回の「火災予防査察」は「見直し」という総合評価がなされた。
これは、事業所管局の第 1次評価（総合評価）でも指摘されている「防火対象物件の増加及び嵩層、
大規模化・多様化が進んでおり、火災危険が潜在している」ことを踏まえた「雑居ビルにおける火災の
危険性の増大」という認識が効いているためであるが、 5段階評価の中間に位置する「見直し」という総
合評価は意外なものであるが、対象を絞り込んだ童点的、効率的な事業の実施を暗に求めていることを
示唆している。
このことは「国への提言」として記載されている「防火対象物の安全性確保のための方策について、
法令及び制度改正を含めて、全国レベルの検討を行うこと」という文言にも関係している。
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表4.1 評価
［基本指標名） 査察実施件数
区 分 1998 (H.10) 1999 (H.11) 2000 (H.12) 2001 (H.13) 
目標値 (a) 63,919 64,522 63,220 64,221 
実績値 (b) 70,121 70,261 66, 392 ／ 達成度 (b/a) 109. 7% 108.9% 105. 0% 
目標値の設定．次の式から施算出された査察件数の査うち査察員の配置状査況察等件を数踏のまえて、計画した件数
1年間に実する査察件数＝l:(察種別等に応じた 合，t-'-査察周期年数）
※ 災害の査発生状を実況施等をた踏まえ、実緊績急値的がに査目標察値を実施する必要性から、 当初に計面していた以外のものに
ついても察 しため、 を上回っている。
【達成度に影響を及ぽした外部要因】
火災予防運動期間中に、道路を走行中の危険物輸送車両を対象とした査察を約2,000件実施した。
平成12年度は、特異な災害等がなかったことから、ほぽ計画どおりに査察を実施することができた。
~ 慶； 第 1次評価（事業所管局） 第2次評価（知事本部）0査察の実施状況について、各消防署から毎月 0平成12年度の査察実施件数は、目標値を達成し
報告を求めて進行管理の徹底を図り、当初予 ている。
定していた査察を含め、年度内に必要とされ
！ 
る査察を実施し、目標値を達成することがで
きた。
戸 戸
• ~ ヽ・投; ．寸•:： ：・ 9• ・←．
区 分 1998 (H.10)年度 1999 (H.11)年度 2000 (H.12)年度
~9ヽ 入':’;,、' （決算額／実績件数）／（予算額／目標件数） 0.91 0. 92 0.95 決算額／実績件数 （千円） 59.9 58.8 59.2 ： 9 ;費、:•・ ・ • 予算額／目標件数 （千円） 65. 7 64.0 62.3 
第 1次評価（事業所管局） 第2次評価（知事本部）
~ 、・？. E , ~ ~~ ~．~ 0火災予防査察は複数で出向することを原則と 0実績 1件当たり決算額が目標 1件当たり予算額しており、費用のほとんどは査察員の人件費 を下回っており、特に問題はない。
である。
事前検討実施等による査察の効率的執行によ
． ，ツ り、費用効率は 1未満で計画時より向上して
いる。
ク’,.． 〗令•·9‘、・,.； ． 
:ヽ・= •ヽ 〇消防対象物が大規模化する中にあって、目標 0査察実施件数は、目標を上回っており、連成状
とする査察件数を達成している。 況は良好といえる。
9 : ｀  ●‘ 
達成度（評点4-1)：計画、目標値に対する達成状況は順謁か。設定した目標値等の水準は妥当か。など
投入費用のチェック．費用対効果等を示す数値が良好であるか。など
実績評価 r達成度Jに投入費用が妥当かの判断を加味する。
出所：東京都『東京都行政評価』より （一部、引用者修正）
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表4.2 評価つづき
卵 第 1次評価（事業所管局） 第2次評価（知事本部）
崎〇防火対象物数の増加及び高層、大規模・多様 〇火災予防査察は、消防法に基づく事務である。
9硲 化が進んでおり、火災危険が潜在している。 0防火対象物は年々増加し、かつ大規模・多様化
芯•;．: 0火災の原因が複雑、多様化しており、火災現 している。平成13年9月の新宿歌舞伎町のビル
仕； 場での経験に基づく専門知識に裏付けられた 火災では、雑居ビルにおける火災の危険性が増
要}; 指導が必要である。 大していることが明らかになった。
応〇査察の実施などによる火災予防対策の総合効 0都民の生命、身体及び財産を火災から守るためg磯•；
ぷ和・ 果により、出火率が減少してきており、社会 に、引き続き適切に実施する必要性は増大して
:，性 状況に応じてさらに推進する必要がある。 いる。
ごマ露碕
袋1
4 I . I 4 
0防火対象物の状況は、年々変化していること 〇平成2年度より過去の指摘事項や消防用設備等
から、危険性や使用形態を的確、かつ効率的 の点検結果などの査察対象物のデータの電算化
に把握し、指導していく必要がある。 を図り、効率的に査察を実施している。
〇組織内の各部署の連携により目標を達成して 0繁華街における雑居ビルなどへの査察は困難な
いるが、防火対象物数が年々増加し、高層化 ものになっているが、今回のビル火災を踏まえ
などによる用途の多様化も進んでいるため、 て、改めて対象物を精査し、危険性の高い対象
社会情勢に応じた査察の執行方策について検 物について、重点的に査察を行い、かつ是正指
討していく必要がある。 導を強化することで、火災予防の実効性を高め
0防火対象物の関係者により、法令違反の是正 る必要がある。
が速やかに行われるような対処方策の検討を
行う必要がある。
虚゜螂誓巴口。盆品謬雰よ心。東京、肖防庁し
〇防火対象物をコンピュータシステムによって
管理し、区分ごとに定めた実施基準により、
計画的に査察を実施している。
0指摘した事項については、関係者により是正
されるように指導を行っている。
, I 3 I I 3 
［見直し］ 、 【見直し】
〇未届出の防火対象物を対象として、法令に基 0防火対象物は年々増加し、かつ大規模・多様化
づく消防機関への届出の啓発を行うととも している。平成13年9月の新宿歌舞伎町のビル
に、定期的に実態把握を行っていく。 火災では、雑居ビルにおける火災の危険性が増
0防火対象物数が年々増加し、高層化などによ 大していることが明らかになった。
る用途の多様化も進んでいるため、社会情勢 0繁華街における雑居ビルなどへの査察は困難な
に応じた査察の執行方策について検討してい ものとなっているが、今回のピル火災を踏まえ
て、改めて対象物を精査し、危険性の高い対象
0防火対象物の関係者により、法令違反の是正 物について、重点的に査察を行い、かつ是正指
が速やかに行われるような対処方策について 導を強化することで、火災予防の実効性を高め
検討を行っていく。 る必要がある。
［国への提言】
0防火対象物の安全性確保のための方策について、法令及び制度改正を含めて、全国レベルの検討を行
うこと。
【特記事項】
0平成13年9月1日に発生した新宿歌鐸伎町のビル火災は、地上4階・地下2階の複合用途ビル（雑居
ビル）から出火し、死者44名、負傷者3名を出した。防火管理者が未選任であることや階段に避難障
害物があるなど防火管理上の問題が指摘されている。
必要性（詳点4~1)：行政が実施すべき事業か。都で実施すぺき事業か。社会経済状況の変化により、現在も専業に対する都民ニー
ズはあるか。など
効率性（評点4~1)：事業内容・実施方法は、他と比較して適当か。現在の実施方法が、最も効率的な方法か。など
公平性（評点4~1)：受益者負担のレベルは妥当か。サーピスの提供方法が都民の利便性に配慮したものになっているか。など
総合評価：［積極的推進I I着実実施I I見直しI I抜本的見直し1 ［廃止）
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結論
本研究はその長期的目標として、我が国地方政府における予算策定過程 (BudgetingProcess)に前年
度までの行政事業評価（サービス評価を含む）を反映させるためのパフォーマンス測定指標を開発し、
特定の自治体を対象にその適用を行うことをもつ。
そのために、アメリカの先進事例の検証が必要であった。アメリカは行政事業・サービスに関するパ
フォーマンス測定指標の開発・利用が進んでおり、中でもアメリカ国内での評価の高いオレゴン州ポー
トランド市を対象に、消防行政を例に「予算策定ー予算執行ー事業・サービスのパフォーマンス評価一
監査一次年度予算策定」という BudgetingCycleの全体に有機的組み込まれた、行政・サービスのバフ
ォーマンス測定指標そのものの検討を行った。
一般に事業・サービスの評価は目的と評価手法（統計的方法を含む）に規定されるものであるが、ア
メリカにおいては、評価の際に、事業・サービスの有効性、効率性、生産性等さらには事業・サービス
の提供が市民を満足させているか、サービス提供者である公務員のスキル Skillの向上が進んでいるか
などの観点が導入されている。
実際、ポートランド市の予防査察活動に近い規則の管理活動における仕事量、効率性、有効性は
例えば、各々
a. 「実行された査察数 → 査察一回あたりの人・時間数 → 査察実行割合（％）」
b. 「規定（規則）相談回数 → 規定（規則）施行 1回当りの人・時間数 → 正確に実行された査
察の割合（％）」
c. 「計画再吟味（再調査）回数 → 計画再吟味（再調査） 1回当りの人・時間数 → 1回目の再査
察で解決された違反の割合（％）」
d. 「実行された許可証もしくは免許の発行枚数 → 実行された許可証もしくは免許の発行枚数当り
の人・時間数 → 公表された事例の割合（％）」
であり、この他の効率性の指標は「継続された訴えの割合（％）」、「規定（規則）違反による原因や
類焼の火事の割合（％）」、「実施された計画の再調査回数」、「査察等の割合（％）」、「違反や査察の
再発回数」などとなっており、質的・量的豊富さが確認できた。
これに対し、東京都の火災予防査察事業に対する行政評価は、達成度、投入費用のチェックと実績評
価、必要性・効率性・公平性を通じた総合評価の並列作業となっている。費用効率という観点からの達
成度、投入費用のチェックは、事業の実績評価において曖昧さを残しているものの、事業主体（事業部
局）にとっては一つの知恵を示すものにもなっている。傾向的には予算削減色が基本的財政スタンスと
して強いために「予算策定ー予算執行ー事業・サービスのバフォーマンス評価ー監査一次年度予算策定」
という「BudgetingCycle」の全体に有機的組み込まれた、行政事業・サービスのパフォーマンス測定指
標として理解しにくいものになっている。
また、必要性・効率性・公平性を通じた総合評価は評価として総合性を有しているが、それは相対的
なものであって、ポートランド市における有効性指標の豊富さと比べてみたときの多面性は欠いている
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といえよう。とりわけ有効性という納税者の評価との連関が希薄である。
このようにみてくると、税金投入型事業とされる消防事業を通じて考察した BudgetingCycleにおけ
るパフォーマンス測定指標の開発・利用が、我が国において先進的とされる東京都の湯合でも、納税者
に向けた積極的な取組みを見せるアメリカのように本格化し続けるためには依然多くの課題を残してい
るといえよう。
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